
 

 

 
 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

裏面も御覧下さい 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 
 

 

当文書に掲載された記事の無断での使用・転載・引用などは一切禁止しております。内容には万全を期していますがその内容を保証するものではありません。万一、当文書の情報に基づいて損害を被った場合についても、

一切責任を負いかねます。また特定の商品を奨励または中傷するものではありません。 

 
 
 
 

    
 

研修会・懇親会（９月５日）迫る！！ 
 

           阿波観光ホテル             
           研修会 ４階 ダイヤモンドパレス   14:30～17:45 
           懇親会 ５階 クリスタルパレス    18:00～20:00 
 

ご出席の皆様はお忘れなく 
今すぐ申し込めば追加申し込み可能です 

 
 

 
 

 

 
 

 

昭和33年4月に木村義次・喜美子夫妻が始めたさくら合同事務所は、本年創業50周年を迎えるこ

ととなりました。公認会計士2名、会計士補1名（渦潮監査法人）、税理士3名（さくら税理士法人）、

社会保険労務士 2 名（さくら社会保険労務士法人）、中小企業診断士 1 名が有資格者として活動して

おり、総人員 38 名です。その他に、労働保険事務組合徳島県労務能率協会、㈱さくらビジネスサー

ビスがあります。 

「組織力のある事務所」を旗印に50年間頑張ってまいりましたが、道半ばの思いが強い今日この

頃です。今後ともご支援ご協力の程よろしくお願いします。               （竹内）    
                   
 
                                           
 
 
 
 
役員給与は、原則として「毎月同額」であることが損金算入の条件であり、事業年度の中途で変更した

場合、変更前後の差額分は損金とされません。 
そのため、事業年度中に病気や事故で役員が長期休職するというケースは悩みどころ。女性役員の場合、

出産による休職というケースもあり得ます。 
この場合、病気や出産による役員の一時休職は「臨時改定事由」に該当し、給与改定があっても例外的

に損金算入に制限はないと思われます。臨時株主総会等を開いて、休職期間中の定期同額給与減額を決め、

また復職後の増額についても同様にすればよいでしょう。 
反面、一時休職期間中も従来と同額の給与を支払い続けるというケースは要注意。場合によっては「過

大な役員給与」として判断される可能性があり、過大とされた部分は損金に算入できなくなります。 
ただ、役員は、出社という目に見える部分だけをもって働いているかどうかを判断することはできません。

電話での指示など、休職中も給与を支給する合理的な理由があれば問題はないと思います。将来の税務調

査に備え、業務記録等の説明資料を残しておくことが望ましいといえます。          （大寺）    

２００８年９月 Ｎｏ．４５ 



 
 

 

 
 

表面も御覧下さい 
  

 

 

  

 
                                          

 
 

 
 

さくら税理士法人 
さくら社会保険労務士法人 
労働保険事務組合 徳島県労務能率協会 
                       
〒770-0025 徳島市佐古五番町２番５号 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ ：http://www.skr39.co.jp/ 
Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   ：kimutake@js4.so-net.ne.jp    

TEL：０８８－６２５－２５５６ 
FAX：０８８－６５４－１１８１ 

 
 
 
                           公的年金の運営業務 
       （平成２２年１月より） 
 
                             健康保険事業 
                             
      （平成２０年１０月より） 
                           運営委員会 
 
 
 
                             評議会 
支部単位で地域の実情を 
踏まえて事業の実施をする 
 
 
 
 
 

○都道府県別保険料率の設定  ○被保険者証の発行     ○健診 
 ○財政運営          ○窓口サービス・相談    ○保険指導 
 ○業務改革・サービスの向上  ○保険の給付        ○情報提供・相談 
 ○医療費分析、情報発信    ○レセプトの点検     （生活習慣病の予防を強化） 
 
※・保険給付の種類は従来どおりです。 
 ・保険料は据え置き（設立１年以内）将来は、地域ごとに設定されます。すなわち、今後は都道

府県ごとに保険料が異なる事になります。 
 ・平成２０年１０月１日以降の加入、被保険者証の再発行は新しい被保険者証が発行されます。

その他の人は順次新たな被保険者証への切り替えがされます。          （木村）

 
 
 
７月に提出致しました基礎算定届けにより、保険料に変更がある方がいらっしゃいますのでご注意

下さい。                                    （宮本）

社会保険庁の廃止により仕組みが変わります 

社会保険庁 

日本年金機構 

全国健康保険協会 

本部 

事業主・被保険者 
学識経験者で構成 

都道府県支部 
（全国４７カ所） 

地域の事業主・被保険

者・学識経験者で構成 

保険運営の企画 保険給付 保険事業（予防）

社会保険料が９月から変わります 


